
1

資料２－１

令和６年度公共用水域及び地下水の水質測定計画（案）について

環境管理課

水質汚濁防止法第１６条第１項の規定により、都道府県知事は、毎年、公共用水域及

び地下水の水質の測定に関する計画を作成することとされていることから、令和６年度

の測定計画を定めるものである。

※「公共用水域」とは、公共的に利用される水域や水路とされ、具体的には、河川、湖沼、港湾、沿

岸海域等が該当する。

１ 公共用水域の水質測定計画（案）

（１）実施の期間

令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで

（２）実施機関

県、国土交通省、宮崎市外１２市町

（３）測定項目

測定項目は、次のア～オの計７６項目のうち、測定地点毎の特性（事業場などの

立地状況、利水状況、過去の検出状況等）に応じて選定

ア 生活環境項目…生活環境の保全に関する項目（ＢＯＤ、ＣＯＤ、大腸菌数等の

計１３項目）

イ 健康項目 …人の健康の保護に関する項目（カドミウム、砒素等の計２７項目）

ウ 要監視項目 …公共用水域における検出状況からみて、現時点では直ちに環境

基準を設定せず、引き続き知見の集積に努めるべきと判断され

た項目（クロロホルム、ＰＦＯＳ及びＰＦＯＡ等の計２７項目）

エ 特殊項目 …水環境への影響に関する知見の集積が必要な項目（フェノール類、

銅、マンガン及び全クロムの計４項目）

オ その他の項目…アンモニア性窒素、トリハロメタン生成能、ふん便性大腸菌群数、

透明度及び全有機炭素（計５項目）

（４) 測定地点

測定地点は、国土交通省、宮崎市外１２市町による測定計画も考慮し、選定

表１ 水質測定実施機関別の測定地点数

地点の区分 河川 海域 湖沼 計

実施機関 ５年度 ６年度 ５年度 ６年度 ５年度 ６年度 ５年度 ６年度

県 １１８ １２０ ３８ ３８ １５６ １５８

国土交通省 ２３ ２３ ２３ ２３

宮崎市 ３１ ３１ ４ ４ ３５ ３５

１２市町 ６０ ６０ ５ ５ １ １ ６６ ６６

計
２３２ ２３４ ４７ ４７ １ １ ２８０ ２８２

(延べ測定地点数)

実測定地点数 １９０ １９２ ４７ ４７ １ １ ２３８ ２４０
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（５）令和５年度計画との主な変更点

ア 新たな測定地点の設定

県で実施する測定地点を２地点増やす。

地点：①松瀬大橋（門川町 五十鈴川） ②板谷橋（日南市 広渡川）

理由：水生生物の保全に係る水質環境基準の類型指定を行うため。

イ 測定地点の見直し

県の測定地点である旧鹿狩戸橋（日之影町 岩戸川）を約1.2km上流の鹿狩戸橋

に変更する。

理由：橋の管理者が安全面から橋の立入を制限しているため。

ウ その他

・ 要監視項目の一つであるＰＦＯＳ及びＰＦＯＡのローリング調査を開始する。

・ 国土交通省や都城市の測定計画の一部変更に伴い、大腸菌数及びふん便性大

腸菌群数の測定回数を変更する。

（６）その他

常時監視で環境基準値を超過した場合のほか、事故や災害などで汚濁が発生する

おそれがある場合についても、適宜、計画外での調査を実施する。

２ 地下水の水質測定計画（案）

（１）実施の期間

令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで

（２）実施機関

県、国土交通省、宮崎市

（３）調査区分

ア 概況調査

（ｱ) 有害物質使用事業場周辺調査

有害物質を使用している事業場の敷地内の井戸及びその周辺の井戸について

実施する調査

(ｲ) 定点調査

経年的なデータを収集するために継続的に行う調査

(ｳ) メッシュ調査（ローリング方式により実施）

県内全域の地下水質の状況を把握する調査

県全域を５kmメッシュに区切り、井戸が存在する１６５メッシュについて順

次計画的に実施する。

イ 継続監視調査

過去の調査で汚染が判明した井戸の継続的な監視をする調査

（４）測定項目

測定項目は、次のア、イの計４９項目のうち、調査区分の測定地点毎の特性に応

じて選定

ア 環境基準項目 …人の健康の保護に関する項目(カドミウム、砒素等の計２８

項目)

イ 要監視項目 …地下水からの検出状況からみて、現時点では直ちに環境基準

を設定せず、引き続き知見の集積に努めるべきと判断された

項目（クロロホルム、ＰＦＯＳ及びＰＦＯＡ等の計２１項目）
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（５）測定地点

測定地点は、国土交通省及び宮崎市による測定計画を考慮し、選定

表２ 調査区分・実施機関別の測定地点数

測定本数

５年度 ６年度

県 １９ １８

宮崎市 ９ ９

計 ２８ ２７

国土交通省 ２ ２

定点調査 宮崎市 １

計 ２ ３

県 ４４ ４４

メッシュ調査 宮崎市 ３ ２

計 ４７ ４６

小 計 ７７ ７６

県 ２８ ２９

継続監視調査 宮崎市 １８ １６

計 ４６ ４５

合 計 １２３ １２１

（６）令和５年度計画との主な変更点

ア 測定地点の増減

（ｱ) 概況調査

・ 県で実施している有害物質使用事業場周辺調査地点の２地点（小林市、え

びの市）を廃止し、新たに１地点（国富町）を設置する。

理由：当該事業場の廃止と新設のため。

・ 宮崎市で実施する測定地点について、メッシュ調査を３地点から２地点に

変更し、定点調査を新たに１地点設定する。

理由：ＰＦＯＳ及びＰＦＯＡの定点調査を実施する必要があるため。

(ｲ) 継続監視調査

・ 県で実施する測定地点を１地点（串間市）増やす。

理由：令和５年度メッシュ調査において砒素が環境基準を超過したため。

・ 宮崎市で実施している測定地点を２地点廃止する。

理由：１地点目は、１０年連続して環境基準を達成しているため。

２地点目は、この地点を含め周辺３地点の調査を実施しているが、

空き家となり、当該地点を廃止しても調査の目的を達成できると

判断したため。

イ 測定項目の増加

メッシュ調査のうち８地点において、ＰＦＯＳ及びＰＦＯＡの測定を実施する。

（７）その他

概況調査により新たに発見された、又は事業者からの報告等により新たに明らか

になった汚染について、その汚染範囲を確認するとともに汚染原因の究明に資する

ために「汚染井戸周辺地区調査」を実施する。

概
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調査区分 測定機関


